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　先般、『日本近代都市社会調査資料集成』
（復刻版）が本学図書館に収蔵された。これ
は、東京・大阪・京都・神戸・名古屋・横浜
の６大都市において、大正期半ばから昭和の
戦中まで実施された社会調査を網羅するもの
であって、５００冊余におよぶ膨大な調査資料
である。
　これらの調査が実施されたのは、第一次世
界大戦と第二次世界大戦の戦間期に位置する
激動の時代であった。１９１８（大正７）年の
「米騒動」はまたたく間に日本全体に波及し、
社会問題の重大性を強烈に印象づけるできご
とであった。第一次大戦の最中に急激な工業
化が進み、わけても政治都市であった東京、
商業都市であった大阪をはじめ京都、神戸、
横浜、名古屋も工業都市として変貌していっ
た。１９２０年の戦後恐慌以来、不況のもとでの
労働組合運動の高揚、社会主義思想の広が
り、関東大震災、金融恐慌、世界大恐慌へと
社会不安は拡大する一途であった。１９２０年代
の社会経済状況は、基幹産業の停滞にともな
う大量の失業者と金融資本の確立とを特徴と
し、未曾有の経済不況のなか、貧富の差の拡
大は深刻な事態となった。遅れて資本主義経
済に突入した日本では、労働問題対策（社会
政策）の整備は極めて貧弱な内容であって、
失業問題対策も社会事業の枠内にあった。
　さて、これらの都市において社会問題を放
置できなくなるなかで、その実態を明らかに
する必要性が認識されていった。それまでも
『日本の下層社会』を著した横山源之助や浮
浪児のケーススタディに取り組んだ安達憲忠
などの民間の調査活動はあったが、行政が社
会調査に着手していくなかで、社会事業行政
の体系化も進んでいった。国では内務省地方
局救護課が１９１９年に社会課に改称され、翌年
社会局に、職業紹介法や健康保険法の制定を
受けて外局に昇格し、労働行政と社会事業行
政とを併合統一することとなった。その後、
健康保健部や職業課などを設置して、固有の
失業対策がようやく現実の政策過程にのるこ
ととなった。
　社会調査実施当初、労働能力を有しながら
も社会の底辺で喘いでいる「細民」を対象と
したものが多い。農山漁村の人口の多かった
時代であったが、賃金労働者の生活問題が社
会問題として顕在化していったのである。小
額労働者調査、無宿者（浮浪者）調査、住宅
調査、女性労働者や売春問題に関する調査、
幼少年保護調査、在日外国人の実態把握など
多岐に及んでいる。また、衛生状態や教育問
題、経済保護事業としての職業紹介、公設市
場や食堂、質屋などの実情について調査し、
さらに乳幼児死亡率や妊産婦の状態、高齢者
などへと調査対象を細分化していった。
　１９３０年代に入り、時代の行き詰まりを打破
すべく、対外的には植民地拡大、国内的には
物心両面にわたる軍国主義支配へと歩んで
いった。社会調査は太平洋戦争末期までつづ
けられたが、調査の実施も社会事業の変質と
同様に、戦時体制での人的資源の涵養を中心
課題とするものとなっていった。
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１．東京市社会局調査　１９２０（大正９）年～１９３９（昭和１４年）
２．東京市・府社会局調査　１９２２（大正１１）年～１９４３（昭和１８年）
３．大阪市社会部調査報告書　１９２７（昭和２）年～１９４２（昭和１７）年
４．京都市・府社会調査報告書Ⅰ　１９０３（明治３６）年、１９２０（大正９）年～１９４４（昭和１９）年
５．京都市・府社会調査報告書Ⅱ　１９１８（大正７）年～１９４３（昭和１８）年
６．神戸市社会調査報告書（含兵庫県）　１９１８（大正７）年～１９４３（昭和１８）年
７．名古屋市社会調査報告書（含愛知県）　１９２０（大正９）年～１９４４（昭和１９年）
８．横浜市社会調査報告書　１９１５（大正４）年、１９１９（大正８）年～１９４３（昭和１８）年
９．大阪市・府社会調査報告書　１９１７（大正６）年～１９４３（昭和１８）年
